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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線局との間で通信を行う複数の基地局を制御する無線通信方法において、
　前記無線局に通信サービスを提供するサービスエリアを各基地局を中心としたセルに分
割し、さらに各セルを複数の小ゾーンに分割し、前記基地局が異なる複数の前記小ゾーン
を組み合わせて前記無線局へのサービスの最小単位となるカバーエリアを形成し、前記カ
バーエリアを複数のグループに分類したカバーエリア配置パターンを前記サービスエリア
内に配置し、
　前記無線局が出力する信号を受信する前記各基地局の受信状態を定期的に取得する受信
状態取得手順と、
　前記受信状態取得手順で取得された受信状態に基づいて前記無線局が属する前記小ゾー
ンを判定する小ゾーン判定手順と、
　前記無線局と、前記無線局が属する前記小ゾーンと、前記小ゾーンが属する前記カバー
エリアとの対応関係を記憶するカバーエリア対応記憶手順と、
　通信方式に応じた通信機会毎に、前記カバーエリア配置パターンの割り当てを管理する
割り当て管理手順と、
　前記割り当て管理手順で通信機会が割り当てられた前記カバーエリアに対して、前記カ
バーエリア対応記憶手順に記憶された情報に基づいて、前記カバーエリアに属する複数の
前記無線局の中から通信を行う前記無線局を選択する通信相手先選択手順と
　を有し、
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　前記割り当て管理手順では、前記カバーエリア間の相互干渉量を求め、信号対干渉電力
比が予め設定した閾値以上になるように前記カバーエリア配置パターンを設定する
　ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の無線通信方法において、
　前記小ゾーン判定手順は、
　前記受信状態取得手順が取得した受信状態に基づいてそれぞれの前記基地局と前記無線
局の間の伝搬路上での信号減衰量を求める減衰量算出手順と、
　前記無線局毎に、前記信号減衰量の小さい方から所定数の前記基地局を順序付けて選択
する基地局選択手順と、
　順序付けて選択された所定数の前記基地局の受信状態に基づいて、前記無線局が属する
前記小ゾーンを判定する判定手順と
　を有することを特徴とする無線通信方法。
【請求項３】
　請求項１に記載の無線通信方法において、
　前記基地局は複数の指向性アンテナを備え、
　前記受信状態取得手順では、前記指向性アンテナ毎に前記無線局から受信する信号の受
信状態を取得し、
　前記小ゾーン判定手順では、前記受信状態取得手順で取得された前記指向性アンテナ毎
の受信状態に基づいて、前記無線局が属する前記小ゾーンを判定する
　ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項４】
　請求項１から請求項３のいずれかに記載の無線通信方法において、
　異なる前記カバーエリア配置パターンに属する前記カバーエリアに対応する前記基地局
同士は、通信方式に応じて、周波数軸上，時間軸上，符号化軸上の少なくとも一つが異な
る通信チャネルを使用する
　ことを特徴とする無線通信方法。　
【請求項５】
　請求項１から請求項４のいずれかに記載の無線通信方法において、
　前記割り当て管理手順では、
　前記カバーエリア配置パターンが複数ある場合に、前記カバーエリアが重複しないよう
に前記カバーエリア配置パターンを組み合わせて複数の前記グループを形成し、前記グル
ープ単位に前記カバーエリア配置パターンの割り当てを管理する
　ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項６】
　請求項５に記載の無線通信方法において、
　同じ前記グループに属する一つまたは複数の前記カバーエリア配置パターンに対応する
前記基地局は同じ時刻で通信を行い、
　異なる前記グループの前記カバーエリア配置パターンに属する前記カバーエリアに対応
する前記基地局は異なる時刻で通信を行う
　ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項７】
　請求項５または請求項６のいずれかに記載の無線通信方法において、
　前記割り当て管理手順では、
　同じ前記グループに属する複数の前記カバーエリア配置パターン毎の通信時間の配分を
、前記各グループの前記カバーエリア配置パターンに生じたトラヒックの状況に応じて動
的に変更する
　ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項８】
　請求項１から請求項３のいずれかに記載の無線通信方法において、
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　前記小ゾーン判定手順は、
　前記受信状態取得手順にて取得された前記基地局と前記基地局が形成するセル内に存在
する前記無線局との間の信号減衰量が予め設定された閾値以下であるか否かを判断する閾
値判断手順と、
　前記閾値判断手順によって前記信号減衰量が前記閾値以下であると判断された前記無線
局は、当該基地局が形成する前記セル内の全ての前記小ゾーンに属するという判断を行う
判定手順と
　で構成されることを特徴とする無線通信方法。
【請求項９】
　請求項１から請求項８のいずれかに記載の無線通信方法において、
　前記受信状態取得手順が取得した受信状態に基づいてそれぞれの前記基地局と前記無線
局と間の伝搬路情報を取得する伝搬路情報取得手順と、
　前記伝搬路情報取得手順が取得した前記伝搬路情報に基づいて、前記カバーエリアに対
応する複数の前記基地局が協調して送信する一つまたは複数の信号に対して前記各基地局
にて乗算する係数を送信ウェイトとして生成する送信ウェイト生成手順と、
　前記送信ウェイト生成手順が生成した送信ウェイトを前記一つまたは複数の信号に乗算
する送信ウェイト乗算手順と
　を有することを特徴とする無線通信方法。
【請求項１０】
　無線局との間で通信を行う複数の基地局を制御する無線通信装置において、
　前記無線局に通信サービスを提供するサービスエリアを前記各基地局を中心としたセル
に分割し、さらに各セルを複数の小ゾーンに分割し、前記基地局が異なる複数の前記小ゾ
ーンを組み合わせて前記無線局へのサービスの最小単位となるカバーエリアを形成し、前
記カバーエリアを複数のグループに分類したカバーエリア配置パターンを前記サービスエ
リア内に配置し、
　前記無線局が出力する信号を受信する前記各基地局の受信状態を定期的に取得する受信
状態取得部と、
　前記受信状態取得部で取得された受信状態に基づいて前記無線局が属する前記小ゾーン
を判定する小ゾーン判定部と、
　前記無線局と、前記無線局が属する前記小ゾーンと、前記小ゾーンが属する前記カバー
エリアとの対応関係を記憶するカバーエリア対応記憶部と、
　通信方式に応じた通信機会毎に、前記カバーエリア配置パターンの割り当てを管理する
割り当て管理部と、
　前記割り当て管理部で通信機会が割り当てられた前記カバーエリアに対して、前記カバ
ーエリア対応記憶部に記憶された情報に基づいて、前記カバーエリアに属する複数の前記
無線局の中から通信を行う前記無線局を選択する通信相手先選択部と
　を有し、
　前記割り当て管理部は、前記カバーエリア間の相互干渉量を求め、信号対干渉電力比が
予め設定した閾値以上になるようにカバーエリア配置パターンを設定する
　ことを特徴とする無線通信装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の無線通信装置において、
　前記小ゾーン判定部は、
　前記受信状態取得部が取得した受信状態に基づいてそれぞれの前記基地局と前記無線局
の間の伝搬路上での信号減衰量を求める減衰量算出部と、
　前記無線局毎に、前記信号減衰量の小さい方から所定数の前記基地局を順序付けて選択
する基地局選択部と、
　順序付けて選択された所定数の前記基地局の受信状態に基づいて、前記無線局が属する
前記小ゾーンを判定する判定部と
　を有することを特徴とする無線通信装置。
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【請求項１２】
　請求項１０に記載の無線通信装置において、
　前記基地局は複数の指向性アンテナを備え、
　前記受信状態取得部は、前記指向性アンテナ毎に前記無線局から受信する信号の受信状
態を取得し、
　前記小ゾーン判定部は、前記受信状態取得部で取得された前記指向性アンテナ毎の受信
状態に基づいて、前記無線局が属する前記小ゾーンを判定する
　ことを特徴とする無線通信装置。
【請求項１３】
　請求項１０から請求項１２のいずれかに記載の無線通信装置において、
　前記小ゾーン判定部は、
　前記受信状態取得部が取得した前記基地局と前記基地局が形成するセル内に存在する前
記無線局との間の信号減衰量が予め設定された閾値以下であるか否かを判断する閾値判断
部と、
　前記閾値判断部で前記信号減衰量が前記閾値以下であると判断された前記無線局は、当
該基地局が形成する前記セル内の全ての前記小ゾーンに属するという判断を行う判定部と
　で構成されることを特徴とする無線通信装置。
【請求項１４】
　請求項１０から請求項１３のいずれかに記載の無線通信装置において、
　前記受信状態取得部が取得した受信状態に基づいてそれぞれの前記基地局と前記無線局
と間の伝搬路情報を取得する伝搬路情報取得部と、
　前記伝搬路情報取得部が取得した前記伝搬路情報に基づいて、前記カバーエリアに対応
する複数の前記基地局が協調して送信する一つまたは複数の信号に対して前記各基地局に
て乗算する係数を送信ウェイトとして生成する送信ウェイト生成部と、
　前記送信ウェイト生成部が生成した送信ウェイトを前記一つまたは複数の信号に乗算す
る送信ウェイト乗算部と
　を有することを特徴とする無線通信装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　複数の基地局で提供されるサービスエリア内の無線局に対して、複数の基地局が連携し
て通信を行うための無線通信技術に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年の光アクセス等の普及に伴った様々な大容量サービスに対応するため、無線通信の
伝送速度の向上が要求されている。占有する周波数帯域と伝送速度とは比例するため、周
波数帯域を拡大する事でこれを実現する事ができる。しかし、実際の周波数資源は有限で
あるため、周波数帯域の拡大には限界がある。
【０００３】
　また、通信速度の向上を実現する際、サービスエリアの拡張方法も考慮に入れる必要が
ある。通信可能な領域を面的に拡大するには、例えば図１５に示すように、サービスエリ
アを複数領域（同図の六角形部分）に区切り、領域毎に基地局（領域中心部の三角形部分
）を配置する方法がある。そして、隣接する各領域に互いに異なる周波数（Ｆ１～Ｆ７）
を割り当てることにより、隣接する領域で干渉が生じない通信を実現することができる。
【０００４】
　しかし、高い伝送速度を維持しながらサービスエリアの面的展開を行うには、通信シス
テムで利用可能な全帯域を複数の周波数帯に分割して、効率よく運用する方法が必要であ
る。
【０００５】
　また、携帯電話などで用いられている従来のセルラーシステムでは、各基地局がそれぞ
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れ自律分散的に動作するので、基地局相互の同一周波数による干渉を把握することができ
ず、周波数の利用効率を向上させることが難しい。
【０００６】
　特に、無線局においてある閾値以上の通信品質が確保されると想定される基地局を中心
としたエリア（セルに対応）の端部では、周辺に存在する基地局からの同一周波数上にお
ける干渉、即ちセル間干渉の影響を大きく受ける。
【０００７】
　そこで、セル端における干渉の影響を低減する技術として、複数の基地局による協調伝
送（複数の基地局が連携して１台の無線局と通信こと）を行うことが有効である。図１６
に示すように、基地局制御装置９００と有線回線９０１で接続された２台の基地局９０２
，９０３がセル端にある１台の無線局９０４に対し、所望の信号を送信する。これにより
、本来ならば干渉源となる隣接セルの基地局からも所望信号を受信するため、セル間干渉
を低減し、通信品質を改善することが可能となる。尚、本構成では、信号処理の殆どを基
地局制御装置９００で行うため、基地局９０２，９０３はいわば無線信号送受信のための
無線モジュールないしはアンテナ部とみなすことも可能である。
【０００８】
　図１７に、複数の基地局による協調伝送を実現する従来の無線通信装置８００の構成例
を示す。
【０００９】
　図１７の例では、無線通信装置８００は、基地局制御装置８０１と、基地局１０６ａ～
１０６ｄと、無線局１１２ａおよび１１２ｂとで構成される。そして、基地局制御装置８
０１は、通信相手選択部１０２と、受信状態取得部１０３と、ウェイト生成部１０４と、
ウェイト乗算部１０５とで構成され、さらにネットワークインターフェース１１０を介し
てネットワーク１１１に接続されている。尚、基地局制御装置８０１と基地局１０６ａ～
１０６ｄとの間は、光ファイバ等の有線回線で接続されている。また、図１７における構
成は各基地局及び各無線局がそれぞれ２本のアンテナを備えている場合を示しているが、
１本であっても構わないし、３本以上であっても構わない。
【００１０】
　次に、無線通信装置８００の動作について説明する。先ず、基地局側から無線局側に送
信するダウンリンクの場合、ネットワーク１１１より無線局１１２ａ～１１２ｂ宛てのダ
ウンリンクのデータがネットワークインターフェース１１０を介し基地局制御装置８０１
に入力される。入力されたデータは個別バッファ等に一時的に保持される。尚、実際のハ
ードウェアでは物理的なバッファは同じであっても構わず、論理的に個別に管理されてい
ればよい。
【００１１】
　通信相手先選択部１０２は、受信状態取得部１０３から得られる伝搬路情報に基づいて
、良好な環境で通信できる基地局と通信先の無線局との組み合わせを選択する。
【００１２】
　このようにして選択された組み合わせに対応する無線局に対し、その無線局宛の送信デ
ータは、先の個別バッファより読み出され、変調処理等の各種無線通信のための信号処理
を施された後、ウェイト乗算部１０５に出力される。尚、図１７の説明では、これらの無
線通信に必要な処理については省略し、通信相手先選択部１０２から出力される際に処理
されているものとする。
【００１３】
　一方、ウェイト生成部１０４は、選択された組み合わせに応じた送信ウェイトを生成し
、ウェイト乗算部１０５に出力する。
【００１４】
　ウェイト乗算部１０５では、ウェイト生成部１０４で生成された送信ウェイトを、選択
された組み合わせに応じた各基地局に出力する送信信号に乗算する。そして、乗算結果の
送信信号は光ファイバ等の有線回線を介して各基地局１０６ａ～１０６ｄに出力され、各
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無線局に向けて送信される。
【００１５】
　ここで、受信状態取得部１０３では各基地局１０６ａ～１０６ｄと各無線局１１２ａ～
１１２ｂの伝搬路情報が必要となるが、これはアップリンクにおける無線局側からの受信
信号を利用する。或いは、無線局側で取得した伝播路情報を当該チャネルのフィードバッ
ク情報としてアップリンクにて無線局側から送信される制御情報内に収容して通知するな
どの方法を用いることによって、受信状態取得部１０３は、伝搬路情報を取得する。ここ
では、受信状態取得部１０３が無線局側からのアップリンクの受信信号に基づいて伝搬路
情報を推定する場合の例について説明する。この場合、受信状態取得部１０３は、取得し
た伝搬路情報を内部のメモリなどに記憶しておく。そして、必要に応じてその伝搬路情報
をメモリから読み出して通信相手先選択部１０２やウェイト生成部１０４に対して、伝搬
路情報を提供する。
【００１６】
　尚、無線局からの受信信号に基づいて伝搬路情報を推定する方法については、例えばト
レーニング信号やパイロット信号などを利用する周知の方法により行うことができるので
、ここでは、詳細な説明は省略する。
【００１７】
　図１８に、複数の基地局を連携して制御する基地局連携システムの構成例を示す。図１
８（ａ）は、それぞれ少数の基地局と接続された複数の基地局制御装置が分散して配置さ
れている。例えば図１８（ａ）では、３つの基地局が１つの基地局制御装置に接続されて
いる。そして、各基地局で収集した伝搬路情報等を各基地局制御装置間にて相互に送受信
を行い、各基地局制御装置で情報を共有する。
【００１８】
　図１８（ｂ）は、複数の基地局と１つの基地局制御装置とが接続される構成である。例
えば図１８（ｂ）では、全ての基地局が１つの基地局制御装置に接続されている。本構成
では、１つの基地局制御装置が全ての基地局に関する情報を一括して取得し、複数の基地
局を同時に制御する。
【００１９】
　一方、協調伝送を実現するための技術として、連携する基地局間において同一周波数・
同一時刻にて複数系統の信号を伝送可能とするＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ
　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕｔ）チャネルを利用した空間分割多重（Ｓｐａｔｉａｌ
　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ：ＳＤＭ）を適用する方法が知られてお
り、周波数利用効率をさらに高めることができる。
以下、この技術をＭＩＭＯと表記して説明する。また、特に複数の無線局に対して実施す
る送信方法をマルチユーザＭＩＭＯ（Ｍｕｌｔｉｕｓｅｒ－ＭＩＭＯ：ＭＵ－ＭＩＭＯ）
と呼ぶ。
【００２０】
　ＭＩＭＯでは、無線局が備える複数のアンテナ間または複数の無線局間で相互干渉が起
きないように、無線局に向けて送信する電波の指向性を制御するためのウェイトを生成し
、そのウェイトを連携する各基地局が送信する信号に乗算して合成したものを各アンテナ
から送信する（送信指向性制御処理）。これにより、同一周波数を用いる各無線局への信
号を空間的に分離できるので、同一周波数・同一時刻における各無線局に対する通信を可
能にする。
【００２１】
　前記の送信指向性制御処理は、各基地局においてそれぞれのアンテナから送信されるべ
き複数の信号に位相・振幅を調整するウェイトを乗算したものを合成することにより実現
される。上記の例では、基地局のアンテナから無線局へのダウンリンクの通信について説
明したが、アップリンクの通信で行う場合は、各基地局で受信した信号に対して基地局制
御装置でウェイトを乗算することにより、同様の動作が可能である。
【００２２】
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　この結果、同一周波数を用いる各無線局への信号を空間的に分離でき、同一周波数・同
一時刻における各無線局に対する通信を可能にするので、ＭＩＭＯを行わない場合の伝送
速度と比較し、ＭＩＭＯを行った場合の合計の伝送速度を増加させることができる。
【００２３】
　以上が従来の基地局連携システムの動作である。尚、基本的には想定する全ての基地局
に対してＭＩＭＯまたはマルチユーザＭＩＭＯを適用することになる。しかし、広域に分
散して配置される数十～数百局の基地局を扱う場合、ＭＩＭＯのためのウェイト生成に要
する演算処理量は膨大なものとなり、現実的には難しい。　
【００２４】
　そこで、図１９のように、連携する基地局の数を限定し、限定された連携する基地局が
形成するそれぞれの複数のセルを重ね合わせることにより形成される領域（連携セルと定
義する）毎に異なる周波数チャネルを割り当てる方法が考えられている。これにより、互
いに干渉の生じない通信を可能にする。図１９は、３つの基地局４ａ，４ｂ，４ｃが連携
セル１３を形成し、同様の形状の各連携セルに３つの周波数チャネルＦ１，Ｆ２，Ｆ３を
割り当て、サービスエリア全体を面的に展開する例である。
【００２５】
　ここで、連携セル間における同一チャネル干渉を制御するための二つのパラメータにつ
いて説明する。
【００２６】
　一つは、連携する基地局数である。連携する基地局数が増加するに従い、連携セル間の
距離は大きくなり、同一チャネル干渉は低減されるが、送信ウェイトを生成する際の演算
量や、マルチユーザＭＩＭＯを適用する場合、無線局への干渉を抑制するヌル制御を効果
的に行うために必要とする無線局のスケジューリング等の各種処理の負荷が大きくなる。
【００２７】
　もう一つは、周波数繰り返し数である。周波数繰り返し数の増加に従い、同一周波数を
使用する連携セル間の距離は大きくなるが、図１５で説明したように、全サービスエリア
をカバーするために利用可能な周波数帯域が限られている場合、チャネル数が多くなるほ
ど一つのエリアで利用可能な帯域幅が縮小され、この帯域の分割損により周波数利用効率
は低下する。このため、最適な連携基地局数及び周波数繰り返し数に関する検討がなされ
ている（例えば、非特許文献１参照）。
【００２８】
　上記の二つのパラメータに基づき、連携する基地局数や周波数繰り返し数を決定してシ
ステム設計することが望ましいが、連携セル内における無線局の位置によって周辺の連携
セルからの干渉を受ける場合があり、周辺の連携セルからの干渉の影響に大きなばらつき
があることが課題である。
【００２９】
　例えば、一つのセルに着目すれば、セル端は中心の基地局から離れることで希望信号の
受信電力が弱まる一方、周辺の干渉源となる基地局との距離は逆に近づくことになるため
、結果的にセル端ほど干渉の影響を強く受けることになる。このような状態は連携セルの
場合にも同様に生じる。
【００３０】
　連携セルの中心から遠方の領域、すなわち連携セル端に位置する無線局は、基地局連携
を行わない場合のセル端における干渉の影響と同様に、同一周波数チャネルを用いる周辺
の連携セルからの干渉の影響を受け易い。
【００３１】
　この様子を、図２０を用いて説明する。図２０（ａ）は、連携セル１４ａと１４ｂとが
ある距離間隔で配置されており、無線局５３が連携セル１４ａに属する基地局５ａと通信
を行う様子を示している。このとき、無線局５３は隣接する連携セル１４ｂに属する基地
局５ｂからの距離が比較的短いため、連携セル１４ｂからの干渉を多大に受ける。尚、図
２０（ａ），図２０（ｂ）において、実線矢印は本来通信すべき基地局からの所望信号を
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示し、点線矢印は本来通信すべきでない基地局からの干渉信号を示している。
【００３２】
　一方、図２０（ｂ）は、各基地局の配置は図２０（ａ）と同じであるが、連携する基地
局即ち連携セル内の無線局５４の位置が異なる場合を示している。このとき、無線局５４
は連携セル１５ａの中心領域に位置しており、隣接する連携セル１５ｂに属する基地局６
ｂとの距離は図２０（ａ）に比べて大きいため、連携セル１５ｂから無線局５４への干渉
は小さい。
このように、無線局の位置により干渉の影響に差があるのが現状である。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【００３３】
【非特許文献１】丸田，丸山，太田，増野，中津川，“マルチユーザＭＩＭＯ分散アンテ
ナシステムにおけるクラスタ間干渉キャンセラを用いた周波数利用効率改善効果，”信学
技報，ｖｏｌ．１０９，ｎｏ．３６９，ＲＣＳ２００９－２３１，ｐｐ．１３９－１４４
，２０１０，Ｊａｎ．
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００３４】
　以上説明したように、従来の基地局連携システムでは、図２０（ａ）のように、連携セ
ルの遠方領域に存在する無線局は、隣接する連携セルに属する基地局からの干渉の影響が
大きくなる。特に、隣接する連携セル毎に異なる周波数を利用する繰り返し周波数のチャ
ネル数が十分にない場合、無線局の位置によっては干渉を十分に抑圧できないという問題
がある。
【課題を解決するための手段】
【００３５】
　本発明に係る無線通信方法および無線通信装置では、無線局に通信サービスを提供する
サービスエリアを各基地局を中心としたセルに分割し、さらに各セルを複数の小ゾーンに
分割し、基地局が異なる複数の前記小ゾーンを組み合わせて前記無線局へのサービスの最
小単位となるカバーエリアを形成し、前記カバーエリアを複数のグループに分類したカバ
ーエリア配置パターンを前記サービスエリア内に配置する。そして、前記カバーエリアに
存在する少なくとも１つの前記無線局に対して、前記カバーエリアに属する複数の前記基
地局によって協調伝送を行うことにより、上記の課題を解決する。
【００３６】
　請求項１に係る無線通信方法は、無線局との間で通信を行う複数の基地局を制御する無
線通信方法において、前記無線局に通信サービスを提供する全サービスエリアを各基地局
を中心としたセルに分割し、さらに各セルを複数の小ゾーンに分割し、前記基地局が異な
る複数の前記小ゾーンを組み合わせて前記無線局へのサービスの最小単位となるカバーエ
リアを形成し、前記カバーエリアを複数のグループに分類したカバーエリア配置パターン
を前記サービスエリア内に配置し、前記無線局が出力する信号を受信する前記各基地局の
受信状態を定期的に取得する受信状態取得手順と、前記受信状態取得手順で取得された受
信状態に基づいて前記無線局が属する前記小ゾーンを判定する小ゾーン判定手順と、前記
無線局と、前記無線局が属する前記小ゾーンと、前記小ゾーンが属する前記カバーエリア
との対応関係を記憶するカバーエリア対応記憶手順と、通信方式に応じた通信機会毎に、
前記カバーエリア配置パターンの割り当てを管理する割り当て管理手順と、前記割り当て
管理手順で通信機会が割り当てられた前記カバーエリアに対して、前記カバーエリア対応
記憶手順に記憶された情報に基づいて、前記カバーエリアに属する複数の前記無線局の中
から通信を行う前記無線局を選択する通信相手先選択手順とを有し、前記割り当て管理手
順では、前記カバーエリア間の相互干渉量を求め、信号対干渉電力比が予め設定した閾値
以上になるように前記カバーエリア配置パターンを設定することを特徴とする。
【００３７】



(9) JP 5341026 B2 2013.11.13

10

20

30

40

50

　請求項２に係る無線通信方法は、請求項１に記載の無線通信方法において、　前記小ゾ
ーン判定手順は、前記受信状態取得手順が取得した受信状態に基づいてそれぞれの前記基
地局と前記無線局の間の伝搬路上での信号減衰量を求める減衰量算出手順と、前記無線局
毎に、前記信号減衰量の小さい方から所定数の前記基地局を順序付けて選択する基地局選
択手順と、順序付けて選択された所定数の前記基地局の受信状態に基づいて、前記無線局
が属する前記小ゾーンを判定する判定手順とを有することを特徴とする。
【００３８】
　請求項３に係る無線通信方法は、請求項１に記載の無線通信方法において、前記基地局
は複数の指向性アンテナを備え、前記受信状態取得手順では、該アンテナ毎に個別に実施
し、前記小ゾーン判定手順では、前記受信状態取得手順にて該アンテナ毎に取得された情
報をもとに前記無線局がどの前記小ゾーンに属するかの判定を実施することを特徴とする
。
【００４０】
　請求項４に係る無線通信方法は、請求項１から請求項３のいずれかに記載の無線通信方
法において、異なる前記カバーエリア配置パターンに属する前記カバーエリアに対応する
前記基地局同士は、通信方式に応じて、周波数軸上，時間軸上，符号化軸上の少なくとも
一つが異なる通信チャネルを使用することを特徴とする。
【００４１】
　請求項５に係る無線通信方法は、請求項１から請求項４のいずれかに記載の無線通信方
法において、前記割り当て管理手順では、前記カバーエリア配置パターンが複数ある場合
に、前記カバーエリアが重複しないように前記カバーエリア配置パターンを組み合わせて
複数の前記グループを形成し、前記グループを単位に前記カバーエリア配置パターンの割
り当てを管理することを特徴とする。
【００４２】
　請求項６に係る無線通信方法は、請求項５に記載の無線通信方法において、同一の前記
グループに属する一つまたは複数の前記カバーエリア配置パターンに対応する前記基地局
間は同一時刻にて通信を行い、異なる前記グループの前記カバーエリア配置パターンに属
する前記カバーエリアに対応する前記基地局間は異なる時刻にて通信を行うことを特徴と
する。
【００４３】
　請求項７に係る無線通信方法は、請求項５または請求項６のいずれかに記載の無線通信
方法において、前記割り当て管理手順では、同一の前記グループに属する複数の前記カバ
ーエリア配置パターン毎の通信時間の配分を、前記各グループの前記カバーエリア配置パ
ターンに生じたトラヒックの状況に応じて動的に変更することを特徴とする。
【００４４】
　請求項８に係る無線通信方法は、請求項１から請求項３のいずれかに記載の無線通信方
法において、前記小ゾーン判定手順は、前記受信状態取得手順にて取得された前記基地局
と該基地局が形成するセル内に存在する前記無線局との間の信号減衰量が予め設定された
閾値以下であるか否かを判断する閾値判断手順と、前記閾値判断手順によって前記信号減
衰量が所定の閾値以下と判断された前記無線局は、当該基地局が形成する前記セル内の全
ての前記小ゾーンに属するという判断を行う判定手順とで構成されることを特徴とする。
【００４５】
　請求項９に係る無線通信方法は、請求項１から請求項８のいずれかに記載の無線通信方
法において、前記受信状態取得手順が取得した受信状態に基づいてそれぞれの前記基地局
と前記無線局の間の伝搬路情報を取得する伝搬路情報取得手順と、前記伝搬路情報取得手
順が取得した前記伝搬路情報をもとに、前記カバーエリアに対応する複数の基地局が協調
して送信する一つまたは複数の信号に対して前記各基地局にて乗算する係数を送信ウェイ
トとして生成する送信ウェイト生成手順と、前記送信ウェイト生成手順が生成した送信ウ
ェイトを前記一つまたは複数の信号に乗算する送信ウェイト乗算手順とを有することを特
徴とする。
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【００４６】
　請求項１０に係る無線通信装置は、無線局との間で通信を行う複数の基地局を制御する
無線通信装置において、前記無線局に通信サービスを提供するサービスエリアを前記各基
地局を中心としたセルに分割し、さらに各セルを複数の小ゾーンに分割し、前記基地局が
異なる複数の前記小ゾーンを組み合わせて前記無線局へのサービスの最小単位となるカバ
ーエリアを形成し、前記カバーエリアを複数のグループに分類したカバーエリア配置パタ
ーンを前記サービスエリア内に配置し、前記無線局が出力する信号を受信する前記各基地
局の受信状態を定期的に取得する受信状態取得部と、前記受信状態取得部で取得された受
信状態に基づいて前記無線局が属する前記小ゾーンを判定する小ゾーン判定部と、前記無
線局と、前記無線局が属する前記小ゾーンと、前記小ゾーンが属する前記カバーエリアと
の対応関係を記憶するカバーエリア対応記憶部と、通信方式に応じた通信機会毎に、前記
カバーエリア配置パターンの割り当てを管理する割り当て管理部と、前記割り当て管理部
で通信機会が割り当てられた前記カバーエリアに対して、前記カバーエリア対応記憶部に
記憶された情報に基づいて、前記カバーエリアに属する複数の前記無線局の中から通信を
行う前記無線局を選択する通信相手先選択部とを有し、前記割り当て管理部は、前記カバ
ーエリア間の相互干渉量を求め、信号対干渉電力比が予め設定した閾値以上になるように
カバーエリア配置パターンを設定することを特徴とする。
【００４７】
　請求項１１に係る無線通信装置は、請求項１０に記載の無線通信装置において、前記小
ゾーン判定部は、前記受信状態取得部が取得した受信状態に基づいてそれぞれの前記基地
局と前記無線局の間の伝搬路上での信号減衰量を求める減衰量算出部と、前記無線局毎に
、前記信号減衰量の小さい方から所定数の前記基地局を順序付けて選択する基地局選択部
と、順序付けて選択された所定数の前記基地局の受信状態に基づいて、前記無線局が属す
る前記小ゾーンを判定する判定部とを有することを特徴とする。
【００４８】
　請求項１２に係る無線通信装置は、請求項１０に記載の無線通信装置において、前記基
地局は複数の指向性アンテナを備え、前記受信状態取得部は、該アンテナ毎に個別に実施
し、前記小ゾーン判定部は、前記受信状態取得部にて該アンテナ毎に取得された情報をも
とに前記無線局がどの前記小ゾーンに属するかの判定を実施することを特徴とする。
【００４９】
　請求項１３に係る無線通信装置は、請求項１０から請求項１２のいずれかに記載の無線
通信装置において、前記小ゾーン判定部は、前記受信状態取得部が取得した前記基地局と
前記基地局が形成するセル内に存在する前記無線局との間の信号減衰量が予め設定された
閾値以下であるか否かを判断する閾値判断部と、前記閾値判断部で前記信号減衰量が前記
閾値以下であると判断された前記無線局は、当該基地局が形成する前記セル内の全ての前
記小ゾーンに属するという判断を行う判定部とで構成されることを特徴とする。
【００５０】
　請求項１４に係る無線通信装置は、請求項１０から請求項１３のいずれかに記載の無線
通信装置において、前記受信状態取得部が取得した受信状態に基づいてそれぞれの前記基
地局と前記無線局の間の伝搬路情報を取得する伝搬路情報取得部と、前記伝搬路情報取得
部が取得した前記伝搬路情報をもとに、前記カバーエリアに対応する複数の基地局が協調
して送信する一つまたは複数の信号に対して前記各基地局にて乗算する係数を送信ウェイ
トとして生成する送信ウェイト生成部と、前記送信ウェイト生成部が生成した送信ウェイ
トを前記一つまたは複数の信号に乗算する送信ウェイト乗算部とを有することを特徴とす
る。
【発明の効果】
【００５１】
　請求項１および請求項１０では、カバーエリアに存在する少なくとも１つの無線局に対
して、このカバーエリアに属する複数の基地局によって協調伝送を行うことにより、従来
のように、セル（または連携セル）の遠方領域に存在する無線局が隣接するセル（または
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連携セル）の基地局からの干渉の影響を大きく受けるという課題を解決することができ、
通信品質の改善が可能となる。
【００５２】
　請求項２および請求項１１では、カバーエリアの中の無線局が属している小ゾーンを精
度よく特定することができる。
【００５３】
　請求項３および請求項１２では、基地局に備えた指向性アンテナによって、無線局が属
している小ゾーンを精度よく特定することができる。
【００５４】
　特に、本願発明では、カバーエリア間の相互干渉量を求め、信号対干渉電力比が閾値以
上になるようにカバーエリア配置パターンを設定することにより、一定水準の通信品質を
維持できる。
【００５５】
　請求項４では、異なるカバーエリア配置パターンに属するカバーエリアに対応する基地
局同士は、通信方式に応じて、周波数軸上，時間軸上，符号化軸上の少なくとも一つが異
なる通信チャネルを使用することによって、相互干渉を回避することができる。
【００５６】
　請求項５では、割り当て管理ステップにおいて複数のカバーエリア配置パターンの中で
、カバーエリアが重複しないカバーエリア配置パターンを複数組み合わせることで複数の
カバーエリア配置パターンをグループ化することによって、グループ単位でカバーエリア
配置パターンの割り当てを効率よく管理することができる。
【００５７】
　請求項６では、同一のグループに属する一つまたは複数のカバーエリア配置パターンに
対応する基地局同士は同一時刻にて通信を行い、異なるグループのカバーエリア配置パタ
ーンに属するカバーエリアに対応する基地局同士は異なる時刻にて通信を行うので、簡易
な制御で干渉を効果的に回避することができる。
【００５８】
　請求項７では、同一のグループに属する複数のカバーエリア配置パターン毎の通信時間
の配分を動的に変更することで、各グループのカバーエリア配置パターンに生じたトラヒ
ックの変動に柔軟に対応することができる。
【００５９】
　請求項８および請求項１３では、無線局の信号減衰量が閾値以下の場合にカバーエリア
に拘わらずセル内の全ての小ゾーンに属すると判断することにより、スループットを改善
することができる。
【００６０】
　請求項９および請求項１４では、カバーエリアに対応する複数の基地局と当該カバーエ
リアに属する少なくとも一つの無線局との間で通信を実現するための送信ウェイトを生成
するので、同じカバーエリアに属する無線局との干渉を回避することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】第１実施形態におけるサービスエリア例を示す説明図である。
【図２】第１実施形態におけるセル，小ゾーン，連携セル，カバーエリアの関係を示す説
明図である。
【図３】第１実施形態におけるカバーエリア配置パターン決定処理を示すフローチャート
である。
【図４】第１実施形態における小ゾーン判定処理を示すフローチャートである。
【図５】第１実施形態における無線局の割り当て処理を示すフローチャートである。
【図６】第１実施形態における無線通信装置１００の構成例を示すブロック図である。
【図７】第１実施形態における小ゾーン判定処理の具体例を示すフローチャートである。
【図８】第１実施形態におけるその他のカバーエリア形成例を示す説明図である。
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【図９】第１実施形態におけるその他のカバーエリア形成例を示す説明図である。
【図１０】第２実施形態におけるカバーエリア形成例を示す説明図である。
【図１１】第２実施形態における小ゾーン判定処理の具体例を示すフローチャートである
。
【図１２】第３実施形態におけるカバーエリア形成例を示す説明図である。
【図１３】第３実施形態におけるその他のカバーエリア形成例を示す説明図である。
【図１４】第３実施形態における小ゾーン判定処理を示すフローチャートである。
【図１５】一般的なサービスエリアにおけるセル配置例を示す説明図である。
【図１６】複数の基地局による強調伝送の様子を示す説明図である。
【図１７】従来の無線通信装置８００の構成例を示すブロック図である。
【図１８】複数の基地局と基地局制御装置の接続例を示す説明図である。
【図１９】複数の基地局の連携によるサービスエリアの面的展開例を示す説明図である。
【図２０】連携する基地局が異なる同一チャネルの干渉例を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００６２】
　以下、図面を参照して本発明に係る無線通信方法および無線通信装置の実施形態につい
て詳しく説明する。
【００６３】
　（第１実施形態）
　図１は、本発明に係る第１実施形態の無線通信方法および無線通信装置における基地局
連携方法を説明するための図である。本実施形態は、請求項１，請求項２，請求項４から
請求項７，請求項９から１１，請求項１４に対応する。
【００６４】
　［サービスエリアの展開例］
　先ず、本実施形態におけるサービスエリアの展開例について説明する。本実施形態では
、無線局に通信サービスを提供するサービスエリアを各基地局を中心としたセルに分割し
、さらに各セルを複数の小ゾーンに分割する。ここまでは、従来と同じである。本実施形
態では、さらに基地局が異なる複数の小ゾーンを組み合わせたカバーエリアを形成し、こ
のカバーエリアを無線局へのサービスの最小単位とする。例えば、本実施形態におけるカ
バーエリアは従来の連携セルの中心領域に位置する。そして、一つまたは複数のカバーエ
リアを組み合わせて複数のグループに分類したカバーエリア配置パターンをサービスエリ
ア全体に展開する構成になっている。
【００６５】
　図１は、上述の本実施形態におけるサービスエリアの展開例を示し、白抜きの三角形は
基地局を表し、その基地局を中心する六角形はセルを表し、セル内の３つのひし形は小ゾ
ーンを表す。
【００６６】
　ここで、基地局と小ゾーンおよびセルの関係、また、連携セルおよびカバーエリアの定
義について図２を用いて詳しく説明する。尚、図２において、図１と同符号のものは同じ
ものを示す。
【００６７】
　図２（ａ）は、基地局と小ゾーンおよびセルとの関係を示し、例えば基地局２ａを中心
に、本来この基地局が中心となって通信を行うべき正６角形のセル１１が定められる。さ
らに、基地局２ａを中心にセル１１を３等分に分割したひし形の小ゾーン２１ａ～２１ｃ
が定められる。
【００６８】
　また、図２（ｂ）に示すように、従来技術における連携セル１２ａは、隣接した３つの
基地局（同図の例では基地局２ａ～２ｃ）を含む太い実線で囲まれた正６角形の３つのセ
ル（セル１１など）を組み合わせた１２角形の部分に対応する。
【００６９】
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　これに対して、図１および図２に示した例おけるカバーエリアは、この１２角形の連携
セル１２ａの中心部に位置する太い点線で囲まれた正６角形の領域として定義され、カバ
ーエリア３１ｂがこれに相当する。ここで、カバーエリア３１ｂは、図２（ａ）で説明し
たように、基地局２ａに対応するセルの左上側に位置するひし形の小ゾーン２１ａと、基
地局２ｂに対応するセルの右上側に位置するひし形の小ゾーン２２ｂと、基地局２ｃに対
応するセルの下側に位置するひし形の小ゾーン２３ｃとで形成されている。
【００７０】
　このように、カバーエリアは隣接するいくつかの基地局に属する小ゾーンを組み合わせ
て構成するとともに、これらの基地局が協調してこのカバーエリア内に存在する無線局に
対して通信を行う。
【００７１】
　尚、図１において、従来の連携セル１２ａ～１２ｃが同図のように配置されるとすれば
、同様に連携セル１２ｂの中心領域のカバーエリア３７ｂ、連携セル１２ｃの中心領域の
カバーエリア３５ｂのように面的にカバーエリアを配置するパターン（以降、カバーエリ
ア配置パターンと呼ぶ）を作成することができる。ここで、一つのカバーエリア配置パタ
ーンの中のカバーエリアは離散的に存在するので、全体のサービスエリアに隙間ができる
ことになる。
【００７２】
　そこで、例えば、カバーエリア３１ｂ、３５ｂ、３７ｂのカバーエリア配置パターン（
Ｂ）に対し、それぞれを正六角形の一つのセル分だけ一つ左にシフトした位置、図１の例
ではカバーエリア３１ａ、３５ａ、３７ａの配置に対しても、同様にカバーエリア配置パ
ターン（Ａ）を作成することができる。さらに、両方のカバーエリア配置パターンの下側
にシフトした位置、図１の例ではカバーエリア３１ｃ、３５ｃ、３７ｃの配置に対しても
、同様にカバーエリア配置パターン（Ｃ）を作成することができる。
【００７３】
　そして、例えば、これらの３つ（Ａ，Ｂ，Ｃ）のカバーエリア配置パターン（図１のグ
レー部分の領域のカバーエリア（３１ａ～３１ｃ、３５ａ～３５ｃ、３７ａ～３７ｃなど
））においては、通信時間を時間軸上で棲み分けることにより、同一の周波数チャネルで
サービスを行うことが可能である。
【００７４】
　次に、カバーエリア３１ａ～３１ｃ、３５ａ～３５ｃ、３７ａ～３７ｃと同様に、同一
の網掛けのパターン（同じカバーエリア配置パターン）に対して、３４ａ～３４ｃ、３６
ａ～３６ｃ、３９ａ～３９ｃの様な白抜きの領域と、３２ａ～３２ｃ、３３ａ～３３ｃ、
３８ａ～３８ｃのように斜線の網掛けを施した領域とを形成することが可能である。この
ようにして、カバーエリア配置パターンをサービスエリア全体に拡張することができる。
【００７５】
　ここで、先に説明したように、同じ網掛けパターン同士（同じカバーエリア配置パター
ン）においては、相互干渉が生じないように通信時間を時間軸上で棲み分けるが、異なる
網掛けパターン同士（異なるカバーエリア配置パターン）においては、周波数軸上もしく
は符号化軸上で棲み分けを行うことで相互干渉を回避する。ここで、周波数軸上での棲み
分けは例えば異なる通信帯域を用い、符号化軸上で棲み分けは例えば異なる拡散符号を用
いることで実現できる。
【００７６】
　例えば、同じ網掛けパターンのカバーエリア３１ａ～３１ｃは通信時間を時間軸上で棲
み分けるが、異なる網掛けパターンのカバーエリア３１ｂ、３３ｃ、３４ａは周波数軸上
もしくは符号化軸上で棲み分けを行うことにより、相互干渉を回避することができる。
【００７７】
　従って、周波数軸上もしくは符号化軸上で棲み分けるカバーエリア配置パターン（図１
の例では３種類のカバーエリア配置パターン）を複数にグループ化すれば、同一時刻にそ
れぞれのグループのカバーエリア配置パターンに対してサービスを提供することが可能に
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なる。この場合、異なるグループに対しては、異なる時刻に通信を行う。具体的には、あ
る時刻Ｔ１においてはカバーエリア３１ａ、３２ａ、３３ａ、３４ａ、３５ａ、３６ａ、
３７ａ、３８ａ、３９ａ（図中における各種類の網掛けパターン（カバーエリア配置パタ
ーン）の左上に位置するカバーエリア）を１つのグループとし、次の時刻Ｔ２にはカバー
エリ３１ｂ、３２ｂ、３３ｂ、３４ｂ、３５ｂ、３６ｂ、３７ｂ、３８ｂ、３９ｂ（各網
掛けパターンの右上）を１つのグループとし、最後に時刻Ｔ３においてカバーエリア３１
ｃ、３２ｃ、３３ｃ、３４ｃ、３５ｃ、３６ｃ、３７ｃ、３８ｃ、３９ｃ（各網掛けパタ
ーンの下）を１つのグループとし、それぞれ順番に同時に通信を行う動作を繰り返して、
時間軸上の棲み分けを行う。
【００７８】
　このように、従来の方法では、図１において、太い実線で示す連携セル１２ａ～１２ｃ
の全領域内に存在する無線局に対し通信を行うが、本実施形態に係る無線通信方法では、
各基地局が形成するセルが隣接する中央部分の領域をカバーエリアとしてサービスエリア
全体に展開し、カバーエリア毎に通信を行う無線局を選定するようになっている。
【００７９】
　図１において、従来のように連携する基地局が形成する連携セル１２ａ～１２ｃ内の任
意の場所の無線局を組み合わせて割り当てる場合、例えば無線局５１は、連携セル１２ｂ
の外側の領域の端部（連携セル端部）における希望信号対干渉信号電力比ＳＩＲ（Ｓｉｇ
ｎａｌ　ｔｏ　Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ　Ｐｏｗｅｒ　Ｒａｔｉｏ）は、受信電力が距
離の２乗に従って減衰すると仮定すると約７．８［ｄＢ］、３乗に従うと仮定すると約１
１．７［ｄＢ］となる。
【００８０】
　一方、図１の無線局５２に着目して、本実施形態のようにカバーエリア内に限定した無
線局の割り当てを行う場合、カバーエリア３７ｂの端部におけるＳＩＲは減衰が２乗に従
うと仮定すると約１１．１［ｄＢ］、３乗に従うと仮定すると約１６．７［ｄＢ］となり
、従来の連携セル１２ｂの場合に対して約３～５［ｄＢ］の改善がなされており、大幅に
干渉を低減することができる。
【００８１】
　上記に説明したように、同じ網掛けパターン同士（同じカバーエリア配置パターン）に
おいては、相互干渉が生じないように通信時間を時間軸上で棲み分け、異なる網掛けパタ
ーン同士（異なるカバーエリア配置パターン）においては、周波数軸上もしくは符号化軸
上で棲み分けを行うことで、全ての無線局が連携セルの中心領域内にて通信を行うことが
可能となる。これにより、連携セル端部よりも同一チャネル干渉の影響が小さい連携セル
中心領域（本実施形態におけるカバーエリア）にて通信を行うことが可能となる。
【００８２】
　また、時間による棲み分けは、異なるカバーエリア配置パターン間でグループ分けし、
グループ単位で通信を行うカバーエリアを切り替えることにより実現できるが、各グルー
プの通信時間の配分を、各グループのトラフィックに応じて動的に変更してもよい。
【００８３】
　［無線通信装置１００の構成例］
　次に、本実施形態に係る無線通信装置１００の構成例について図６を用いて説明する。
【００８４】
　図６において、本実施形態に係る無線通信装置１００は、基地局制御装置１０１と、基
地局１０６ａ～１０６ｄと、無線局１１２ａ～１１２ｂとで構成される。また、図６にお
いて、基地局制御装置１０１は、通信相手選択部１０２と、受信状態取得部１０３と、ウ
ェイト生成部１０４と、ウェイト乗算部１０５と、小ゾーン判定部１０７、カバーエリア
対応記憶部１０８、割り当て管理部１０９とで基本的に構成される。さらに、基地局制御
装置１０１は、ネットワークインターフェース１１０を介してネットワーク１１１に接続
され、ネットワークを介して他の基地局制御装置に接続される。尚、基地局制御装置１０
１と基地局１０６ａ～１０６ｄとの間は、光ファイバ等の有線回線で接続されており、各



(15) JP 5341026 B2 2013.11.13

10

20

30

40

50

基地局及び各無線局の構成は従来の無線通信装置と同様に構成されるので詳細な説明は省
略する。また、基地局制御装置１０１は、従来の技術の図１７で説明した基地局制御装置
８０１に対応し、同符号のブロックは同じものを示す。本実施形態の基地局制御装置１０
１は、図１７の基地局制御装置８０１に対して、小ゾーン判定部１０７と、カバーエリア
対応記憶部１０８と、割り当て管理部１０９とが新たに設けられている。
【００８５】
　このように、本実施形態に係る無線通信装置１００の特徴は、基地局制御装置に小ゾー
ン判定部１０７、カバーエリア対応記憶部１０８、割り当て管理部１０９を備え、従来の
連携セル中心領域をカバーエリアとして割り当て、カバーエリアに存在する無線局に対し
通信を行うことにより、隣接するセルや連携セルからの同一チャネルの相互干渉を低減す
ることである。
【００８６】
　［基地局制御装置１０１の動作］
　次に、本実施形態に係る無線通信方法および無線通信装置１００を実現するための基地
局制御装置１０１の処理をフローチャートを用いて説明する。尚、以下に説明するフロー
チャートは、基地局制御装置１０１における小ゾーン判定部１０７、カバーエリア対応記
憶部１０８および割り当て管理部１０９を中心とする動作である。
【００８７】
　先ず、図３はカバーエリア配置パターン決定処理を示すフローチャートである。
【００８８】
　（ステップＳ１）基地局制御装置１０１は、カバーエリア配置パターン決定処理を開始
する。
【００８９】
　（ステップＳ２）各基地局において小ゾーンを形成する。
【００９０】
　（ステップＳ３）複数の基地局の小ゾーンを複数組み合わせて、カバーエリアを形成す
る。
【００９１】
　（ステップＳ４）複数のカバーエリアからなるカバーエリア配置パターンを決定し、サ
ービスエリア全体に展開する。ここで、カバーエリア配置パターンの決定は、全てのカバ
ーエリアのうち、同一時刻にて通信を行うカバーエリアにより、配置パターンを決定する
。このカバーエリア配置パターンは、カバーエリア間の相互干渉量から、信号対干渉電力
比が予め設定した閾値以上となるように設定される。
【００９２】
　（ステップＳ５）決定されたカバーエリア配置パターンの情報をカバーエリア対応記憶
部１０８に記憶する。
【００９３】
　（ステップＳ６）基地局制御装置１０１は、カバーエリア配置パターン決定処理を終了
する。
【００９４】
　このようにして、基地局制御装置１０１は、信号対干渉電力比が予め設定した閾値以上
になるように、カバーエリア配置パターンを決定する。
【００９５】
　次に、図４は小ゾーン判定処理を示すフローチャートである。
【００９６】
　（ステップＳ１１）基地局制御装置１０１は、小ゾーン判定処理を開始する。
【００９７】
　（ステップＳ１２）受信状態取得部１０３から基地局と無線局間の信号減衰量等の伝播
路情報を取得する。尚、受信状態取得部１０３による伝播路情報の取得方法は、従来技術
で説明した通りである。
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【００９８】
　（ステップＳ１３）取得した情報に基づいて、小ゾーン判定部１０７にて無線局が属す
る小ゾーンを判定する。
【００９９】
　（ステップＳ１４）カバーエリア対応記憶部１０８にて無線局が属する小ゾーン及びカ
バーエリアの情報を記憶する。
【０１００】
　（ステップＳ１５）基地局制御装置１０１は、小ゾーン判定処理を終了する。
【０１０１】
　次に、図５は協調伝送を行う基地局及び無線局の割り当て処理を示すフローチャートで
ある。
【０１０２】
　（ステップＳ２１）基地局制御装置１０１は、協調伝送を行う基地局及び無線局の割り
当て処理を開始する。
【０１０３】
　（ステップＳ２２）割り当て管理部１０９において同一時刻に通信を行うカバーエリア
配置パターンの割り当てを行う。
【０１０４】
　（ステップＳ２３）カバーエリア配置パターンを形成するカバーエリアに対応する基地
局と、それらの基地局の小ゾーンに属する無線局の組み合わせ情報を読み出す。
【０１０５】
　（ステップＳ２４）該組み合わせ情報を通信相手先選択部１０２へ出力し、通信機会を
必要とする多数の無線局の中から、良好な環境で通信できる基地局と通信先の無線局との
組み合わせを選択する。先に説明したように、ここで選択する無線局は一つでも複数でも
構わない。
【０１０６】
　（ステップＳ２５）以降、ウェイト生成部１０４及びウェイト乗算部１０５の動作によ
り、従来の無線通信装置と同様の送信／受信処理を実施する。
【０１０７】
　（ステップＳ２６）基地局制御装置１０１は、協調伝送を行う基地局及び無線局の割り
当て処理を終了する。
【０１０８】
　ここで、通信相手先選択部１０２の動作として、カバーエリアの中から一つだけ無線局
を選択して割り当てを行っても構わないし、複数の無線局を同時に選択して割り当てを行
っても構わない。
【０１０９】
　さらに、複数の基地局が一つの無線局に対してダウンリンクの信号を協調的に送信する
場合、全ての基地局から全く同一の信号を送信しても構わない。或いは、それぞれの基地
局において個別の係数を送信ウェイトとして乗算した信号を送信しても構わない。
【０１１０】
　この送信ウェイトは、広帯域信号であれば、全体の周波数帯域を複数の領域に分け、そ
の周波数領域毎に異なる送信ウェイトを設定しても構わない。例えば、広帯域のＯＦＤＭ
変調方式を用いる場合には、サブキャリア毎に送信ウェイトを設定しても構わない。
【０１１１】
　尚、送信ウェイトは、カバーエリア内の一つの無線局のみに送信する場合には、その無
線局において各基地局より受信した信号が同位相合成となるように設定するのが好ましい
。
【０１１２】
　また、マルチユーザＭＩＭＯの手法を用いて複数の無線局に対して送信ウェイトを設定
して通信を行う場合、各無線局において自局以外の他局宛の信号の受信レベルが所定の受
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信レベル以下になるように送信ウェイトを設定すれば良い。尚、送信ウェイトの算出方法
などについては周知の手法により求めるものとする。
【０１１３】
　さらに、一つのカバーエリアにある複数の無線局に対して同時に通信を行う場合、カバ
ーエリア内の無線局の中で割り当てを行うスケジューリングについてもの周知の如何なる
方法を用いても構わない。
【０１１４】
　同様に、無線局から基地局へのアップリンクの通信についても、ダウンリンクの場合と
同様に適用可能である。
【０１１５】
　［無線局が属する小ゾーンの判定手順］
　次に、無線局が属する小ゾーンを判定するための具体的な動作手順について、図７に示
すフローチャートを用いて説明する。
【０１１６】
　（ステップＳ１０１）基地局制御装置１０１は、カバーエリア判定の処理を開始する。
【０１１７】
　（ステップＳ１０２）１つのカバーエリアを形成する小ゾーン数をＭとし、サービスエ
リア内に存在する無線局数をＮとする。ここで、Ｍ，Ｎは整数である。
【０１１８】
　（ステップＳ１０３）カウンタｎを１にセットする。ここで、ｎは整数である。
【０１１９】
　（ステップＳ１０４）カウンタｍを１にセットし、小ゾーンの判定を開始する。ここで
、ｍは整数である。
【０１２０】
　（ステップＳ１０５）ｍ＝１の場合、全ての基地局の中から、無線局＃ｎとの信号減衰
量が最も小さい基地局＃１を選択する。
【０１２１】
　（ステップＳ１０６）カウンタ値１，２，…，ｍに対応する基地局＃１，＃２，…，＃
ｍの全てが属するカバーエリアの候補を全て選択する。
【０１２２】
　（ステップＳ１０７）１つのカバーエリアを形成する小ゾーン数ＭだけステップＳ１０
６の基地局の選択処理を実施したか否かを判定する。ｍがＭに達していない場合にはステ
ップＳ１０８へ進み、ｍ＝Ｍとなった場合はステップＳ１１０へ進む。
【０１２３】
　（ステップＳ１０８）カウンタｍを１加算し、ステップＳ１０９に進む。
【０１２４】
　（ステップＳ１０９）ステップＳ１０６にて選択された複数のカバーエリアに対応する
基地局の中から、既に選択された基地局を除き、無線局＃ｎとの信号減衰量が最も小さい
基地局＃ｍを選択する。
【０１２５】
　（ステップＳ１１０）ステップＳ１０６にて選択された基地局＃１，＃２，…，＃ｍが
形成するカバーエリアから、基地局＃１に含まれる小ゾーンのうち、このカバーエリアに
対応する小ゾーンを判定する。この結果、端末局＃ｎが属する小ゾーンが判定される。
【０１２６】
　（ステップＳ１１１）全ての無線局に対し小ゾーン判定処理を実施したか否かを判定す
る。未実施の無線局が存在する場合にはステップＳ１１２へ進み、ｎ＝Ｎとなり全ての無
線局に対し判定処理を実施完了した場合にはステップＳ１１３へ進む。
【０１２７】
　（ステップＳ１１２）カウンタｎを１加算して、ステップＳ１０４に戻り、次の無線局
＃ｎに対し小ゾーン判定処理を開始する。
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【０１２８】
　（ステップＳ１１３）一連の動作を完了したので、小ゾーン判定の処理を終了する。
【０１２９】
　このように、ステップＳ１０６からステップＳ１０９の処理において、選択された基地
局を基準とし、それらの基地局で構成されるカバーエリアの候補を絞り込んでいくことで
、最終的に無線局の属するカバーエリア及び小ゾーンを判定することができる。
【０１３０】
　尚、本実施形態では、上記のようにして無線局が存在する小ゾーン内を把握するように
したが、無線局が存在する小ゾーンの判定方法は他の如何なる手法を用いても本実施形態
と同様の効果が得られる。従って、ここでは説明の都合上、任意の方法で着目する小ゾー
ン内に無線局が存在することを把握できるものとする。
【０１３１】
　［小ゾーン及びカバーエリア形成方法のその他の例］
　ここで、その他の小ゾーン及びカバーエリア形成法の例について図８および図９を用い
て説明する。図８（ａ）は、基地局１は、セルを６等分にした小ゾーン２２ａ～２２ｆを
形成し、図８（ｂ）に示すような３角形のカバーエリア４０を形成する例である。カバー
エリア４０の面積が先に説明した図１の６角形のカバーエリアの場合よりも小さく、連携
セルの中心領域をより小さな面積の領域で限定できるため、相互干渉を低減する効果がさ
らに大きくなる。
【０１３２】
　図９（ａ）は、２つのパターンの小ゾーン２３ａ～２３ｃと小ゾーン２３ｄ（この場合
はセルと同じ領域）を形成し、図９（ｂ）に示すように、小ゾーン２３ｄを中心とする７
つの基地局によって一つの６角形（セルより一回り大きい）のカバーエリア４１を形成す
る例である。先に述べたように、連携する基地局数が増えるほどカバーエリア間の干渉は
小さくできるという効果がある。
【０１３３】
　また、先の説明と同様に、同一の網掛けパターンのカバーエリアを組み合わせて、カバ
ーエリア配置パターンを形成することが可能である。異なる網掛けパターン（異なるカバ
ーエリア配置パターン）に対しては、時間軸上、周波数軸上または符号化軸上での棲み分
けを図ることにより、相互の与干渉および被干渉を回避することができる。
【０１３４】
　また、本実施形態の説明において、同一のカバーエリア配置パターンに属する各カバー
エリアの配置が面的な繰返し周期を伴うように各基地局および各小ゾーンが配置されてい
る例を示したが、実際の置局設計や相互干渉量に応じてカバーエリアの配置パターンは不
規則であっても構わない。但し、時間軸上、周波数軸上または符号化軸上での棲み分けを
図ることにより、全てのサービスエリアに対してカバーエリア内での通信が実現できるよ
うにカバーエリア配置パターンを定めるものとする。
【０１３５】
　このように、本実施形態に係る無線通信方法および無線通信装置は、無線局とのデータ
通信を行う際に、無線局が属するカバーエリアに含まれる小ゾーンに対応する複数の基地
局を選択して協調して通信を行うことにより、隣接するセルや連携セルからの同一チャネ
ルの相互干渉を低減することができる。
【０１３６】
　（第２実施形態）
　次に、第２実施形態に係る無線通信方法および無線通信装置について説明する。図１０
は、第２実施形態における基地局連携の構成例を示す図である。尚、図１０の例は請求項
８に対応する。
【０１３７】
　本実施形態においても、第１実施形態と同様に、無線局に通信サービスを提供するサー
ビスエリアを各基地局を中心としたセルに分割し、さらに各セルを複数の小ゾーンに分割
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するが、小ゾーンの分割方法が少し異なる。尚、小ゾーンに分割後、基地局が異なる複数
の小ゾーンを組み合わせたカバーエリアを形成し、このカバーエリアを無線局へのサービ
スの最小単位とする点は同じである。そして、一つまたは複数のカバーエリアを組み合わ
せて複数のグループに分類したカバーエリア配置パターンをサービスエリア全体に展開す
る。
【０１３８】
　［小ゾーンの展開例］
　本実施形態における小ゾーンの展開例について説明する。例えば本実施形態では、図１
０（ａ）に示すように、黒い３角形で示した基地局３に対して、円形領域６０ａ～６０ｃ
を含む小ゾーン２４ａ～２４ｃがそれぞれ形成される。特に円形領域６０ａ～６０ｃは、
基地局３と任意の無線局間の信号減衰量が予め設定した閾値以下、即ちＳＮＲが予め設定
した閾値以上となる領域である。そして、図１０（ｂ）に示すように、カバーエリア４２
ａ、４２ｂは図１０（ａ）の各小ゾーン２４ａ～２４ｃと円形領域とを組み合わせて形成
される。尚、本実施形態では円形としたが円形である必要はなく、多角形などであっても
構わない。
【０１３９】
　ここで、円形領域６０ａ～６０ｃは、第１実施形態の図２（ａ）で説明したように、一
つのセル１１内の３つのひし形の小ゾーン２１ａ～２１ｃの全ての小ゾーンの一部が含ま
れている。
【０１４０】
　このように、本実施形態では、ある基地局に対する信号減衰量が予め設定した閾値以下
の無線局は全ての小ゾーンに属するものとして処理する。この場合、基地局に対する信号
減衰量が予め設定した閾値以下の領域は基地局を中心とした小さな円形領域６０ａ～６０
ｃとなるため、元々の小ゾーンのひし形の領域と組み合わせると、図１０（ａ）の領域２
４ａ～２４ｃのように各小ゾーンは設定される。そして、この無線局は基地局に対応する
いずれのカバーエリアに属するものとして通信の割り当て処理を行うことになる。例えば
、円形領域６０ａ～６０ｃは、基地局からの距離が近く、また干渉源となる周辺の基地局
からの距離が遠いため、第１実施形態におけるカバーエリアを設けることによる干渉低減
処理を実施しなくても高いＳＩＲを確保することができる。そこで、円形領域６０ａ～６
０ｃに存在する無線局は、カバーエリアに関わらず当該基地局の通信相手先の候補とする
ことで、通信環境の良好な無線局に対して通信機会を与えることができ、通信システムの
スループットを改善することができる。
【０１４１】
　尚、本実施形態における基地局制御装置１０１の処理フロー及び基地局制御装置１０１
、各基地局及び各無線局の構成例は第１実施形態と同様であるため重複する説明は省略す
る。
【０１４２】
　［無線局が属する小ゾーンの判定手順］
　ここでは、無線局が属する小ゾーンを判定するための動作手順について、図１１に示す
フローチャートを用いて説明する。
【０１４３】
　（ステップＳ２０１）基地局制御装置１０１は、無線局が属する小ゾーンの判定処理を
開始する。
【０１４４】
　（ステップＳ２０２）１つのカバーエリアを形成する小ゾーン数をＭとし、サービスエ
リア内に存在する無線局数をＮとする。ここで、Ｍ，Ｎは整数である。
【０１４５】
　（ステップＳ２０３）カウンタｎを１にセットする。ここで、ｎは整数である。
【０１４６】
　（ステップＳ２０４）カウンタｍを１にセットし、小ゾーンの判定を開始する。ここで
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、ｍは整数である。
【０１４７】
　（ステップＳ２０５）ｍ＝１の場合、全ての基地局の中から、無線局＃ｎとの信号減衰
量が最も小さい基地局＃１を選択する。
【０１４８】
　（ステップＳ２０６）無線局＃ｎと基地局＃１間の信号減衰量が所定の閾値以下である
かを判定する。閾値以下ではない場合はステップＳ２０７へ進み、第１実施形態と同様の
小ゾーン判定処理を実施する。閾値以下を満たす場合はステップＳ２１２へ進む。
【０１４９】
　（ステップＳ２０７）カウンタ値１，２，…，ｍに対応した基地局＃１，＃２，…，＃
ｍの全てが属するカバーエリアの候補を全て選択する。
【０１５０】
　（ステップＳ２０８）１つのカバーエリアを形成する小ゾーン数ＭだけステップＳ２０
７の基地局の選択処理を実施したかを判定する。ｍがＭに達していない場合にはステップ
Ｓ２０９へ進み、ｍ＝Ｍとなった場合、ステップＳ２１１へ進む。
【０１５１】
　（ステップＳ２０９）カウンタｍを１加算し、ステップＳ２１０に進む。
【０１５２】
　（ステップＳ２１０）ステップＳ２０７にて選択された複数のカバーエリアを構成する
基地局の中から、既に選択された基地局を除き、無線局＃ｎとの信号減衰量が最も小さい
基地局＃ｍを選択する。
【０１５３】
　（ステップＳ２１１）ステップＳ２０７にて選択された基地局＃１，＃２，…，＃ｍが
形成するカバーエリアから、基地局＃１に含まれる小ゾーンのうち、このカバーエリアに
対応する小ゾーンを判定する。この結果、端末局＃ｎが属する小ゾーンが判定される。
【０１５４】
　（ステップＳ２１２）無線局＃ｎは基地局＃１に対応する全ての小ゾーンに属するもの
と判定する。
【０１５５】
　（ステップＳ２１３）全ての無線局に対し小ゾーン判定処理を実施したか否かを判定す
る。未実施の無線局が存在する場合はステップＳ２１４へ進み、ｎ＝Ｎとなり全ての無線
局に対し判定処理を実施完了した場合はステップＳ２１５へ進む。
【０１５６】
　（ステップＳ２１４）カウンタｎを１加算し、ステップＳ２０４に戻り、次の無線局＃
ｎに対し小ゾーン判定処理を開始する。
【０１５７】
　（ステップＳ２１５）一連の動作を完了したので、小ゾーン判定の処理を終了する。
【０１５８】
　このように、本実施形態に係る無線通信方法および無線通信装置１００は、カバーエリ
アに加え、基地局と任意の無線局間との間の信号減衰量が予め設定された閾値以下となる
カバーエリアおよび小ゾーンへ無線局の割り当てを行うことにより、相互干渉が生じない
効率的な通信が可能になる。
【０１５９】
　（第３実施形態）
　次に、第３実施形態に係る無線通信方法および無線通信装置について説明する。図１２
および図１３は、第３実施形態における基地局連携の構成例を示す図である。本実施形態
では、各基地局は、互いに異なる方向に向けた複数の指向性アンテナを備え、それぞれの
指向性アンテナのいずれか一つまたは隣接する複数の指向性アンテナを組み合わせ、一つ
の小ゾーンをカバーする。尚、本実施形態は、請求項３，請求項１２に対応する。
【０１６０】
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　本実施形態においても、第１実施形態と同様に、無線局に通信サービスを提供するサー
ビスエリアを各基地局を中心としたセルに分割し、さらに各セルを複数の小ゾーンに分割
する。そして、基地局が異なる複数の小ゾーンを組み合わせたカバーエリアを形成し、こ
のカバーエリアを無線局への通信サービスを行う最小単位とする点は同じである。そして
、一つまたは複数のカバーエリアを組み合わせて複数のグループに分類したカバーエリア
配置パターンをサービスエリア全体に展開する。第１実施形態と異なるのは指向性アンテ
ナを備えており、形成するカバーエリア形状の自由度が向上すると共に、複数の無線局と
通信する際に適切に空間分離することができるので、さらに相互干渉を低減することがで
きる。
【０１６１】
　［カバーエリアの形成例］
　本実施形態におけるカバーエリアの形成例について説明する。例えば図１２（ａ）は、
３本の指向性アンテナ７１ａを備え、６角形のカバーエリア４３を形成する例を示してい
る。また、図１２（ｂ）は１２本の指向性アンテナ７１ｃを備え、３角形のカバーエリア
４５ａまたは６角形のカバーエリア４５ｂまたは４５ｃを形成する例を示している。さら
に、図１３（ａ）は、６本の指向性アンテナ７１ｂを備え、３角形のカバーエリア４４ａ
を形成する例を示している。また、図１３（ｂ）は、６本の指向性アンテナ７１ｄを備え
、６角形のカバーエリア４４ｂを形成する例を示している。
【０１６２】
　図１２（ａ）のように必ずしも指向性アンテナと小ゾーンが１対１対応する必要はなく
、図１２（ｂ）のように複数の指向性アンテナで一つの小ゾーンをカバーしたり、逆に一
つの指向性アンテナを複数の小ゾーンへの通信に用いることも可能である。但し、以下に
説明する小ゾーン判定の動作手順を考慮し、各指向性アンテナが主としてどの小ゾーンに
対応しているかの対応付けは予め定められているものとする。
【０１６３】
　また、本実施形態における基地局制御装置１０１の処理フロー及び基地局制御装置１０
１、各基地局及び各無線局の構成例は、第１実施形態と同様なので重複する説明は省略す
る。
【０１６４】
　［無線局が属する小ゾーンの判定手順］
　ここでは、本実施形態における小ゾーン判定ステップにおける動作手順を、図１４に示
すフローチャートを用いて説明する。
【０１６５】
　（ステップＳ３０１）基地局制御装置１０１は、小ゾーン判定の処理を開始する。
【０１６６】
　（ステップＳ３０２）サービスエリア内に存在する無線局数をＮとする。ここで、Ｎは
整数である。
【０１６７】
　（ステップＳ３０３）カウンタｎを１にセットする。ここで、ｎは整数である。
【０１６８】
　（ステップＳ３０４）無線局ｎに対し、最も信号減衰量が小さいアンテナと、そのアン
テナを有する基地局とを選択し、基地局Ａ及びアンテナＢとする。ここで、受信状態取得
部１０３は、指向性アンテナ毎に各無線局から受信する信号減衰量などの伝播路情報を取
得する。
【０１６９】
　（ステップＳ３０５）無線局ｎは選択された基地局ＡのアンテナＢに対応する小ゾーン
に所属するものと判定する。
【０１７０】
　（ステップＳ３０６）全ての無線局に対し小ゾーン判定処理を実施したか否かを判定す
る。未実施の無線局が存在する場合にはステップＳ３０７へ進み、ｎ＝Ｎとなり全ての無
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線局に対し判定処理を実施完了した場合にはステップＳ３０８へ進む。
【０１７１】
　（ステップＳ３０７）カウンタｎを１加算し、ステップＳ３０４に進み、次の無線局ｎ
に対し小ゾーン判定処理を開始する。
【０１７２】
　（ステップＳ３０８）一連の動作を完了したので、小ゾーン判定の処理を終了する。
【０１７３】
　このように、本実施形態に係る無線通信方法および無線通信装置１００は、複数の指向
性アンテナを基地局に備え、指向性アンテナ毎に各無線局から受信する信号の受信状態を
取得し、指向性アンテナ毎の受信状態に基づいて、各無線局が属する小ゾーンを判定する
ことができる。例えば、上記の例では、信号減衰量が最も少ない通信状態の良好な小ゾー
ンを判定することができる。
【０１７４】
　また、先の各実施形態では幾らかの周波数繰り返しのための距離を設け、さらに連携す
る基地局を時間的に切り替える制御を行うことにより、カバーエリア間の干渉を低減して
、良好な通信を実現するようにしていたが、本実施形態では、指向性アンテナの導入によ
り、カバーエリア外への干渉を抑えられるため、先の各実施形態に比べてカバーエリアの
繰り返し距離を小さくすることが可能となる。特に、本実施形態では、基地局が連携する
際に複数の指向性アンテナを用いてカバーエリアを形成するため、隣接するカバーエリア
との相互干渉を低減し、より効率的な無線通信が可能になる。
【０１７５】
　また、これまでの説明では、各無線局宛の信号の伝送レートや送信電力配分などについ
ては言及しなかったが、一般的なマルチユーザＭＩＭＯや適応変調、電力制御などの技術
に基づいて、適応的に処理を行っても構わない。
【０１７６】
　また、各実施形態では、説明の都合上、基地局の配置セルを規則的に、またセル等の形
状を正多角形などに限定していたが、それらは単なる例示に過ぎず、いかなる基地局の配
置構成やセル等の形状に対しても各実施形態の効果は変わらない。
【０１７７】
　以上、本発明に係る無線通信方法および無線通信装置に関する各実施形態について説明
してきたが、その精神またはその主要な特徴から逸脱することなく他の多様な形で実施す
ることができる。そのため、上述した実施形態はあらゆる点で単なる例示に過ぎず、限定
的に解釈してはならない。本発明は、特許請求の範囲によって示されるものであって、本
発明は明細書本文にはなんら拘束されない。さらに、特許請求の範囲の均等範囲に属する
変形や変更は、全て本発明の範囲内である。
【符号の説明】
【０１７８】
１，２ａ，２ｂ，２ｃ，３，４ａ，４ｂ，４ｃ，５ａ，５ｂ，６ａ，６ｂ・・・基地局
１１・・・セル
１２ａ，１２ｂ，１２ｃ，１３，１４ａ，１４ｂ，１５ａ，１５ｂ・・・連携セル
２１ａ，２１ｂ，２１ｃ，２２ａ，２２ｂ，２２ｃ，２２ｄ，２２ｅ，２２ｆ，２３ａ，
２３ｂ，２３ｃ，２３ｄ，２４ａ，２４ｂ，２４ｃ・・・小ゾーン
３１ａ，３１ｂ，３１ｃ，３２ａ，３２ｂ，３２ｃ，３３ａ，３３ｂ，３３ｃ，３４ａ，
３４ｂ，３４ｃ，３５ａ，３５ｂ，３５ｃ，３６ａ，３６ｂ，３６ｃ，３７ａ，３７ｂ，
３７ｃ，３８ａ，３８ｂ，３８ｃ，３９ａ，３９ｂ，３９ｃ，４０，４１，４２ａ，４２
ｂ，４３，４４ａ，４４ｂ，４５ａ，４５ｂ，４５ｃ・・・カバーエリア
５１，５２，５３，５４，１１２ａ，１１２ｂ・・・無線局
６０ａ，６０ｂ，６０ｃ・・・円形領域（基地局と無線局間の信号減衰量が所定の閾値以
下である領域）
７１ａ，７１ｂ，７１ｃ・・・指向性アンテナ
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１００，８００・・・無線通信装置
１０１，８０１・・・基地局制御装置
１０２・・・通信相手先選択部
１０３・・・受信状態取得部
１０４・・・ウェイト生成部
１０５・・・ウェイト乗算部
１０６ａ，１０６ｂ，１０６ｃ，１０６ｄ・・・基地局
１０７・・・小ゾーン判定部
１０８・・・カバーエリア対応記憶部
１０９・・・割り当て管理部
１１０・・・ネットワークインターフェース
１１１・・・ネットワーク

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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